第８章　大阪の労働情勢
　大阪府の有効求人倍率は、平成21年の0.51倍を底に改善の傾向が続き、30年は1.76倍と９年連続の上昇となりました（８－13参照）。年齢別有効求人倍率を全国と比較すると、大阪はすべての年齢層で全国を上回る水準となっています（８－14参照）。
大阪府の平成30年における就業率は57.0％と前年を1.0ポイント上回りました（８－１参照）。完全失業率も3.2％と前年よりも0.2ポイント改善しました。ただし、全国と比較すると、0.8ポイントほど高く、年齢階級別では男性のすべての階級において、また女性の15～54歳において全国よりも高い水準にあります（８－12参照）。

平成30年の主な産業別就業者数の増減をみると、「建設業」「製造業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」などの就業者数が増加した一方、「金融業，保険業」「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」などの就業者数が減少しました（８－８参照）。

30年の大阪の年間総実労働時間は２年連続で1,700時間を下回る1,672時間となり、近年は全国とともに年々低下傾向で推移しています（８－17参照）。


人材の採用と確保
　人材不足が近年で最も進み、企業の多くは、人材の採用と確保に苦慮しています。

大阪府は、こうした現状の改善に向けて、2016 年12 月に「大阪人材確保推進会議」（地方創生推進交付金を活用）を設置し、業界団体、行政機関、協力企業及び団体等の構成メンバーと一丸となり、業界のイメージアップ（働く環境整備・魅力発信）と雇用の促進に向けて、相互に連携・協力して取り組んでいます。
大阪産業経済リサーチセンターでは、大阪府内の製造、運輸、建設の各業界の企業を対象に、各業界の企業の人材の採用と確保の現状および課題、人材の採用と確保に向けて企業に求められる職場環境の整備や魅力発信の取組みの方向性、求職者の応募を促進するために求められる情報や必要となる取組みの方向性などを明らかにするため、調査を実施しました。その結果、67.3％の企業で正社員が不足し、とりわけ｢専門的･技術的業務｣｢現業業務｣の人材の不足感が大きいこと、81.2％の企業で人材確保が難しくなり、20.2％の企業で定着率が
低下していること、などが明らかになりました。
人材確保のためには自社の特徴だと認識する情報を求職者に発信する余地が大きく、他方、人材の採用や確保に関する情報の発信は、企業に変化をもたらす可能性があるとの認識の下、人材不足に対応する過程を企業と事業の革新につなげることが重要になると考えられます。

資料：大阪産業経済リサーチセンター（2018）『人材の採用と確保に関する調査』（製造業・運輸業・建設業の現状に関する報告書）
８－１．就業状態別15歳以上人口の推移
	大阪府の15歳以上人口は緩やかに増加をしており、平成30年には776万人となっています。労働力人口は457万人で、そのうち、就業者は442万人、完全失業者数は15万人です。大阪府の30年における就業率は57.0％と前年よりも1.0ポイント改善、完全失業率は3.2％と前年よりも0.2ポイント改善しました。


就業状態別15歳以上人口
[image: image1.emf]（単位：万人、％）
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　　　３．全国23年分は、岩手県、宮城県及び福島県について補完的に推計した値（2015年国勢調査基準）。
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（注）１．平成29年から、算出の基礎となる人口が2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）に

　　　　　切り替わった。22年から28年までは、新基準による遡及または補正値。そのため、各年の報告書の

　　　　　数値とは異なる。
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　　　２．21年は2010年国勢調査の確定人口に基づく数値。
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なお、非労働力人口の内訳は、家事、通学、その他（高齢者など）である。


８－２．年齢別労働力人口の推移
	平成27年の大阪府の労働力人口は、398万8,749人で、22年に比べ3.8％減少しています。男女別にみると、男性は6.5％の減少、女性は0.1％の減少となっています。

男女年齢別の労働力率を全国と比較すると、ほとんどの年齢階級で、男性は全国とほぼ同じ値ですが、女性は、全国をやや下回っています。


年齢別労働力人口
[image: image2.emf]（単位：人）
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労働力率とは、人口に占める労働力人口（就業者数＋完全失業者数）であり、人口のうち、どのくらいが経済活

動に関与しているかの度合を示す。

労働力率＝労働力人口÷15歳以上人口（労働力状態不詳を除く）×100

年齢別のグラフで女性がＭ字カーブを描いているのが欧米各国と比較した日本の特徴とされる。なお、非労働

力人口の内訳は、家事、通学、その他（高齢者など）である。


８－３．常用雇用指数の推移
	平成30年における事業所規模５人以上の常用雇用指数（平成27年＝100）は、全国が105.8で前年より1.1％上昇し、大阪府が106.2で前年より1.8％上昇しました。


常用雇用指数
[image: image3.emf]（平成27年＝100）
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８－４．従業上の地位・雇用形態別有業者数の推移
	平成29年の全国の雇用者（5,920万８千人）は24年と比較して219万９千人増加し、そのうち「正規の職員・従業員」が140万４千人増加しています。

大阪府の雇用者（403万８千人）においても、24年と比較して21万３千人増加し、そのうち「正規の職員・従業員」が17万７千人増加していますが、大阪は全国と比べて、男性のパートの割合が低いのが特徴です。


[image: image4.emf]従業上の地位・雇用形態別有業者数（大阪府）

（単位:千人）

男女計 男 女 男女計 男 女

総　数

4,310 2,459 1,852 4,471 2,479 1,992

 自営業主 393 296 97 348 262 85

 家族従業者 75 13 62 70 15 55

 雇用者 3,825 2,138 1,687 4,038 2,190 1,847

　会社などの役員 251 199 52 227 177 50

　正規の職員・従業員 2,098 1,454 644 2,275 1,527 748

　パート 669 65 604 725 73 652

　アルバイト 361 193 168 378 185 193

　 労働者派遣事業所の派遣社員

92 28 64 104 37 67

　契約社員・嘱託 274 161 113 270 160 111

　その他 82 38 44 59 32 27

従業上の地位・雇用形態別有業者数（全国）

（単位:千人）

男女計 男 女 男女計 男 女

総　数

64,421 36,745 27,676 66,213 37,074 29,139

 自営業主 5,910 4,450 1,459 5,617 4,189 1,428

 家族従業者 1,342 235 1,107 1,221 245 976

 雇用者 57,009 31,959 25,049 59,208 32,536 26,672

　会社などの役員 3,471 2,668 804 3,369 2,556 812

　正規の職員・従業員 33,110 22,809 10,301 34,514 23,302 11,211

　パート 9,561 1,014 8,547 10,324 1,157 9,167

　アルバイト 4,392 2,194 2,198 4,393 2,189 2,204

　 労働者派遣事業所の派遣社員

1,187 447 740 1,419 540 879

　契約社員・嘱託 4,102 2,310 1,792 4,225 2,357 1,868

　その他 1,185 518 668 964 435 530

（総務省「就業構造基本調査」）

（注）従業上の地位が不詳の有業者がいるため、内訳の合計と総数は一致しない。
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８－５．男女別正規雇用率の推移
	平成29年の大阪府の正規雇用率は59.7％で24年から比べると1.0ポイントの上昇となっています。男女別では正規雇用者数が男性で７万３千人、女性で10万４千人増加し、男女共に正規雇用率の低下に歯止めがかかっています。


正規雇用率（大阪府・全国）
[image: image5.emf]（単位：千人、％）
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　　　大阪府及び全国の平成4年の非正規雇用者数はパート・アルバイトの合計。
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８－６．就業時間別就業者数の推移
	平成30年における１週間の就業時間別就業者数（男女計）をみると、大阪府では、週１～34時間は149万人と前年より15万人増加し、週35時間以上は８万人減少して277万人でした。全国でも、週１～34時間で増加し、週35時間以上の就業者数は減少しました。


就業時間別就業者数（大阪府・全国）
[image: image6.emf]（単位：万人）
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（総務省「労働力調査年報」）
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（注）１．全国の平成23年は岩手県、宮城県及び福島県を除く。大阪府、全国とも全産業就業者数。
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８－７．職業別就業者数【平成30年】
	平成30年の大阪府の就業者数を職業別にみると、就業者数の多いものから事務従事者、専門的・技術的職業従事者、販売従事者、サービス職業従事者の順となっています。前年との比較では、販売従事者、生産工程従業者、運搬・清掃・包装等従事者などが増加し、事務従事者、サービス職業従事者などが減少しました。全国と比べて大阪府の従事者数の構成比が高い職業は、販売従事者、事務従事者、運搬・清掃・包装等従事者などです。


職業別就業者数（平成30年）
[image: image7.emf]（単位：万人）
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総  数

平成

26

年

9 67 89 66 54 7 2 55 14 18 31 422

27

10 67 92 68 54 7 3 49 14 17 33 422

28

10 73 92 65 56 7 3 50 13 17 30 428

29

9 75 95 67 58 7 2 48 13 18 30 434

30

9 75 94 68 57 7 3 52 14 18 34 442

平成

26

年

142 1,0281,248 857 790 127 225 904 223 305 4336,371

27

145 1,0591,262 856 789 126 223 887 218 299 4476,401

28

147 1,0851,282 855 805 127 217 880 218 299 4586,465

29

144 1,1111,295 862 808 124 217 889 219 302 4646,530

30

134 1,1311,311 864 844 131 222 912 218 298 4756,664

（総務省「労働力調査年報」）

　

（注）構成比は、職業別就業者数の合計に占める割合を表す。



（注）１． 集計上の誤差、職業不詳等のため、総数と職業別就業者数の合計とは必ずしも一致しない。
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 　　   ２． 平成29年１月結果からは、算出の基礎となる人口が27年国勢調査結果を基準とする新基準に切り替

　　　　　　　 わった。25年から28年までは、新基準による遡及または補正値。
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←―管理的職業従事者―→

← 専門的・技術的職業従事者→

←―――事務従事者―――→

↖ 

農林漁業従事者

↙ 

保安職業従事者

←――生産工程従事者――→

←―

輸送・機械運転従事者

―→

←運搬・清掃・包装等従事者→

←―――販売従事者―――→

←――

建設・採掘従事者

――→


８－８．産業別就業者数の推移
	平成30年の大阪府における産業別就業者数をみると、「卸売業，小売業」が最も多く、以下、「製造業」「医療，福祉」となっています。男女別では、男性が「製造業」が最も多いのに対して、  女性は「医療，福祉」が最も多く、「卸売業，小売業」が続いています。

平成30年の増減をみると、「建設業」「製造業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」などの就業者数が増加した一方、「金融業，保険業」「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」などの就業者数が減少しました。男女別就業者の総数では男性が４万人、女性は４万３千人の増加となりました。


産業別就業者数
[image: image8.emf]（単位：千人）

平成27年 28 29 30 平成27年 28 29 30 平成27年 28 29 30

4,222 4,278 4,339 4,422 2,394 2,386 2,405 2,445 1,828 1,892 1,934 1,977

24 26 22 25 18 19 14 15 7 7 8 10

4,198 4,252 4,317 4,397 2,376 2,367 2,391 2,430 1,822 1,885 1,926 1,967

建設業

291 286 302 318 247 239 262 272 44 46 40 46

製造業

631 641 658 676 437 453 464 477 194 188 195 199

情報通信業

133 118 128 134 96 85 90 99 37 32 38 35

運輸業，郵便業

289 250 254 263 242 207 206 209 47 44 49 54

卸売業，小売業

791 796 789 808 402 400 388 396 390 396 401 412

金融業，保険業

120 109 113 106 50 45 50 47 70 64 63 59

不動産業，物品賃貸業

118 117 110 108 73 72 69 67 44 45 40 41

学術研究，専門・技術

サービス業

152 156 154 151 99 98 94 94 53 58 60 58

宿泊業，飲食サービス業 260 273 280 273 106 113 120 110 154 160 161 163

生活関連サービス業，

娯楽業

149 146 158 151 63 59 64 59 86 88 94 92

教育，学習支援業

203 212 221 224 86 89 92 92 117 123 129 132

医療，福祉

521 581 568 580 137 156 140 142 384 425 428 438

サービス業

（他に分類

されないもの）

281 281 300 307 172 172 175 179 109 110 125 129

（大阪府統計課「労働力調査地方集計結果」各年版）

　

（注）主な産業の就業者について示しており、総数と各産業の合計は一致しない。
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８－９．職業別派遣労働者数【平成30年】
	業種別に派遣労働者数をみると、全国では、生産工程従事者、事務作業者、専門的・技術的職業従事者の構成比が高くなっています。
主要都道府県ごとに比較をすると、東京都では事務作業者、神奈川県では専門的・技術的職業従事者、愛知県では、生産工程従事者の構成比が、全国に比べて高いのが特徴となっています。
一方、大阪府では、全国に比べて生産工程従事者や事務作業者が少ないものの、販売従事者の割合が高くなっています。


職業別派遣労働者数
[image: image9.emf]（単位：人）

合  計 78,724 644,799 73,432 76,004 1,236,216

管理的職業従事者 14 660 78 19 1,140

専門的・技術的職業従事者

16,812 164,719 23,735 18,418 278,663

事務作業者 16,206 242,373 20,956 6,356 337,633

販売従事者 10,869 39,705 1,205 1,533 62,983

サービス職業従事者 6,618 38,980 4,070 4,149 73,864

保安職業従事者 0 0 0 0 0

農林漁業従事者 7 108 23 22 800

生産工程従事者 17,372 97,565 18,982 39,047 355,621

輸送・機械運転従事者 552 18,913 653 1,197 26,458

建設・採掘従事者 69 1,676 84 12 2,527

運搬・清掃・包装等従事者

8,463 32,243 2,112 3,720 75,064

分類不能の職業

1,742 7,857 1,534 1,531 21,463

（厚生労働省「労働者派遣事業報告書集計結果」）

（注）その他は、管理的職業従事者、保安職業従事者、農林漁業従事者、輸送・機械運転従事者、

　　　建設・採掘従事者、分類不能の職業の合計。



職業大分類 大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 全　国

（注）平成30年6月1日現在の状況。（旧）特定労働者派遣事業の派遣労働者は除く。
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その他

運搬・清掃・

包装等従事者

サービス業

従事者

販売従事者

労働者派遣

労働者派遣とは、自らが雇用する労働者を、当該雇用関係の下に、かつ他人の指揮命令を受けて、

労働させることをいう。平成27年９月30日以降、すべての労働者派遣事業は、新たな認可基準に基

づく認可制となった。


８－10．府内大学（学部）・短期大学卒業者に占める就職者の割合の推移
	大学（学部）卒業者に占める就職者の割合は、リーマンショック後の平成22年度は大幅に低下しましたが、22年度を底に右肩上がりで改善しています。短期大学においては、女性では22年度を底に改善しています。男性では23年度を底に改善してきましたが、28年度に前年比9.7ポイント低下、30年度も同4.4ポイント低下するなど、27年度をピークに漸減傾向にあります。


府内短期大学・４年制大学卒業者に占める就職者の割合
[image: image10.emf]（１）府内大学（学部）の卒業者に占める就職者の割合の推移

（単位：％）

平成

21

年度

22 23 24 25 26 27 28 29 30

男  性

66.0 57.2 58.7 60.6 63.4 67.2 70.2 71.5 73.6 75.7

女  性

71.2 63.3 65.4 67.8 71.3 74.3 76.8 80.1 82.0 82.9

（文部科学省「学校基本調査」）

（２）府内短期大学卒業者の卒業者に占める就職者の割合の推移

（単位：％）

平成

21

年度

22 23 24 25 26 27 28 29 30

男  性

37.0 35.3 33.4 37.1 43.1 45.3 45.8 36.1 39.3 34.9

女  性

68.0 61.7 66.2 67.6 71.6 73.6 74.9 77.5 78.5 80.4

（文部科学省「学校基本調査」）

（注）卒業者に占める就職者の割合には、進学したが就職もしている者を含む。

（注）卒業者に占める就職者の割合＝就職者数／卒業者数×100

　　　卒業者に占める就職者の割合には、進学したが就職もしている者を含む。
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８－11．完全失業率の推移
	完全失業率（年平均）の推移をみると、大阪府は東京都、神奈川県、愛知県といった他の主要都府県より高い水準で推移しています。平成30年についてみると、大阪府は前年より0.2ポイント改善し、他の主要都府県でも前年より改善しました。


完全失業率の推移（主要都府県、年）
[image: image11.emf]（単位：％）

平成

21

年

22 23 24 25 26 27 28 29 30

大阪府

6.5 6.9 5.1 5.4 4.8 4.5 4.2 4.0 3.4 3.2

東京都
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神奈川県

5.0 4.9 4.5 4.4 3.9 3.4 3.3 3.1 2.7 2.3

愛知県

4.6 4.3 3.6 3.7 3.2 2.7 2.5 2.4 2.4 1.7

全　国

5.1 5.1 4.6 〈4.3〉 4.0 3.6 3.4 3.1 2.8 2.4

（総務省「労働力調査年報」都道府県別年平均結果［モデル推計値］）

　　　

（注）数値は、年平均で全国以外は推計値。「労働力調査」は、都道府県毎の標本抽出は行っていな

　　　い。そのため、都道府県毎の調査結果は全国結果に比べ誤差が大きくなるので、利用にあたっ

　　　ては注意が必要。全国の平成23年の<　>内の実数は、岩手県、宮城県及び福島県について、

　　　補完推計値を用いて推計した値である。
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８－12．年齢階級別完全失業者数・完全失業率の推移
	平成30年の大阪府の完全失業者数を年齢別にみると、15歳から34歳までの若年層が完全失業者の約４割を占めています。年齢10歳階級別完全失業率を全国と比べてみると、男性はすべての階級で、女性は15～54歳で高い水準にあります。


年齢10歳階級別完全失業者数　　　　　　 年齢10歳階級別完全失業率
[image: image12.emf]　（単位：万人） 　 （単位：％）
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（総務省「労働力調査年報」）
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（注）平成29年から算出の基礎となる人口が2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）に切り替わった。

　      24から28年までは新基準に基づく遡及または補正値。
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８－13．有効求人倍率の推移
	全国及び大阪府を含む主要都府県の有効求人倍率は、平成23年以降は上昇傾向にあります。平成30年の大阪府の水準は1.76倍と、全国を上回る水準で推移していますが、東京都と愛知県は大阪の水準を大幅に上回って推移しています。


有効求人倍率の推移
[image: image13.emf]（単位：倍）
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年
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大阪府

0.51 0.52 0.65 0.77 0.95 1.11 1.20 1.38 1.57 1.76

東京都
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愛知県

0.55 0.64 0.87 1.12 1.31 1.53 1.54 1.63 1.82 1.95

全 国

0.47 0.52 0.65 0.80 0.93 1.09 1.20 1.36 1.50 1.61

（厚生労働省「職業安定業務統計」）

（注）学卒を除きパートを含む。各年平均値。
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８－14．年齢別有効求人倍率の推移
	平成30年の有効求人倍率（年齢計）は、大阪府、全国ともに前年に比べて上昇し、大阪府、全国ともにすべての年齢層で求職者数よりも求人数が上回りました。大阪府はすべての年齢層において全国を上回る水準となっています。


年齢別有効求人倍率
[image: image14.emf]（1）大阪府

（単位：倍）

年齢計 24歳以下 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55歳以上

平成22年 0.53 0.63 0.61 0.52 0.44 0.46

23 0.64 0.76 0.75 0.63 0.52 0.55

24 0.76 0.89 0.89 0.76 0.63 0.66

25 0.94 1.09 1.08 0.93 0.79 0.84

26 1.03 1.19 1.18 1.02 0.88 0.94

27 1.14 1.30 1.30 1.14 0.99 1.04

28 1.31 1.48 1.49 1.32 1.15 1.19

29 1.51 1.72 1.71 1.53 1.35 1.36

30 1.66 1.92 1.90 1.70 1.50 1.47

（2）全 国

（単位：倍）

年齢計 24歳以下 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55歳以上

平成22年 0.54 0.60 0.60 0.54 0.48 0.50

23 0.65 0.73 0.73 0.64 0.57 0.58

24 0.77 0.85 0.85 0.77 0.68 0.70

25 0.91 1.01 1.01 0.91 0.81 0.83

26 1.02 1.14 1.13 1.02 0.92 0.92

27 1.13 1.26 1.26 1.15 1.03 1.02

28 1.28 1.43 1.43 1.31 1.16 1.14

29 1.41 1.61 1.60 1.46 1.29 1.24

30 1.49 1.72 1.70 1.56 1.38 1.28

（厚生労働省「職業安定業務統計」）

（大阪労働局「労働市場月報」）

（注）１．各年10月の内容。このため、前頁の数値と一致しない。

　　　２．大阪府、全国ともに原数値。常用（含パート）。

　　　３．就職機会積み上げ方式による。
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大阪府

全 国

求人倍率

求職に対する求人の比率をいう。すなわち、求職者１人あたりの求人数を示し、労働力の

量的な需給状況を示す目安として使われている。

就職機会積み上げ方式

個々の求人について、求人数を対象となる年齢階級の総月間有効求職者数で除して、当該

求人に係る求職者１人当たりの就職機会を算定し、全有効求人についてこの就職機会を足し

上げる方式。


８－15．現金給与総額の推移
	平成30年の大阪府の現金給与総額（月額）は、前年より全体的に増加したことから、33.9万円となりました。これは、比較した３都県の中で最も低い水準ですが、全国を上回っています。


現金給与総額（月額）の推移（大阪府）
[image: image15.emf]（単位：千円）

平成

22

年

23 24 25 26 27 28 29 30

342 341 336 331 335 335 334 336 339

281 281 276 272 272 273 272 272 273

うち所定内給与 263 263 258 254 253 253 252 252 253

特別給与 61 60 60 59 63 62 62 64 66

415 412 406 410 413 407 409 412 413

328 332 328 322 322 327 329 333 340

330 330 328 331 334 338 343 343 345

317 317 315 316 319 316 318 319 324

（厚生労働省「毎月勤労統計調査」）

         

全    国



大 阪 府

定期給与

東 京 都

神奈川県

愛 知 県

（注）１．数値は従業者数５人以上の事業所のもの。

２．掲載した各都府県の「毎月勤労統計調査」のデータについては、精査中のため、修正

３．愛知県の30年の現金支給額は速報値。

      される可能性がある。
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定期給与（きまって支給する給与）

労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給され

る給与でいわゆる基本給、家族手当、超過労働手当を含む。

特別給与（特別に支払われた給与）

労働協約、就業規則等によらず、一時的又は突発的事由に基づき労働者に支払われた給与又は労

働協約、就業規則等によりあらかじめ支給条件、算定方法が定められている給与で以下に該当する

もの。

①夏冬の賞与、期末手当等の一時金

②支給事由の発生が不定期なもの

③３ヵ月を超える期間で算定される手当等（６ヵ月分支払われる通勤手当等）

④いわゆるベースアップの差額追給分


８－16．男女別所定内給与額【平成30年】
	所定内給与額（月額）を男女別、産業別にみると、男性・女性ともに金融・保険業で最も高く、それぞれ46万３千円、27万７千円となっています。平均勤続年数では男女ともサービス業が最も短くなっています。


所定内給与額（大阪府、平成30年）
[image: image16.emf]＜男性＞

平均給与総額（千円）    平均年齢（歳）   平均勤続年数（年）

364 43.3 13.6

建  設  業

404 44.2 15.4

製  造  業

338 42.5 14.9

卸売・小売業

379 42.9 15.4

金融・保険業

463 44.0 14.8

サービス業

290 46.8 10.4

＜女性＞

平均給与総額（千円）    平均年齢（歳）   平均勤続年数（年）

265 39.7 9.1

建  設  業

276 38.3 9.7

製  造  業

241 42.9 11.3

卸売・小売業

248 39.8 10.9

金融・保険業

277 36.7 10.1

サービス業

228 42.2 7.3

（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）
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（注）サービス業は、サービス業全体平均が算出されていないため、ここでは「サービス業（他に

　　　分類されないもの）」を示した。

 　　  企業規模10人以上の値。
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８－17．年間総実労働時間の推移
	大阪府の平成30年の年間総実労働時間は1,672時間となり、２年連続で1,700時間を下回りました。全国の年間総実労働時間は1,706時間であり、全国、大阪とも、年々低下傾向で推移しています。


年間労働時間の推移
[image: image17.emf]（単位：時間）

平成21年 22 23 24 25 26 27 28 29 30

総実労働時間（大阪府）

1,729 1,745 1,742 1,736 1,714 1,716 1,705 1,702 1,692 1,672

総実労働時間（全国）

1,733 1,754 1,747 1,765 1,746 1,741 1,734 1,724 1,720 1,706

所定内労働時間（大阪府）

1,626 1,634 1,627 1,613 1,591 1,586 1,579 1,574 1,562 1,549

所定内労働時間（全国）

1,622 1,634 1,627 1,640 1,619 1,609 1,602 1,595 1,589 1,577

（厚生労働省「毎月勤労統計調査」）

（注） 数値は従業者数5人以上の事業所のもの。

　　　

年間 所定内指数総実労働（大阪府）総実労働（全国）所定内労働（大阪府）所定内労働（全国）
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